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７⽉ 調査開始
10⽉ 中間結果集計（第７回活性化会議にて報告）
11⽉ 調査結果報告書作成

１⽉以降 調査結果報告（第８回活性化会議にて報告）

スケジュール

中⼩企業の活性化に向けた実態調査（案）

市内中⼩企業者3,500社程度に調査票を送付
（内訳）
・「仙台市地域経済動向調査№70」対象者の
うち中⼩企業（800社）

・仙台商⼯会議所、宮城県中⼩企業家同友会
などの会員等（2,700社程度）

調査対象

事業承継を円滑に進めるに当たっての取
組み状況や課題、必要とされている⽀援な
どについて把握し、産業⽀援機関などにお
いて取組むべき⽀援策の検討や関係機関と
の効果的な連携体制づくりにつなげる。

調査結果の活⽤

平成28年度調査テーマ：事業承継

経営者の⾼齢化や後継者不⾜により、今後、多くの中⼩企業が事業承継の課題に直⾯するこ
とが予想される。本市経済の持続的な発展を図るため、本調査により、本市中⼩企業の事業承
継についての実態を把握し、課題などを整理したうえで事業承継を円滑に進めるために必要な
⽀援の在り⽅や関係機関との連携について検討を進める。
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はじめに、ご記入いただく事業所の名称をご記入ください。                

事業所名： 
 

Ⅰ．事業所の概要（平成 28 年７月１日現在）について、伺います。           

問 1-1 業種について、主なもの１つに○を付けてください。 

1．建設業              2．製造業 
3．卸売業              4．小売業 
5．飲食業              6．不動産業・物品賃貸業 
7．宿泊業              8．運輸業 
9．情報通信業            10．生活関連サービス業・娯楽業 

11．医療・福祉サービス業       12．教育・学習支援業 
13．他に分類されないサービス業    14．その他（             ） 

 
問 1-2 経営形態について、該当するもの１つに○を付けてください。 

1．法人             2．個人 
 
問 1-3 従業員数について、該当するもの１つに○を付けてください。 

※従業員数には、正社員、派遣社員、パート、アルバイトも含めてください。 

1．5人以下    2．6～10 人    3．11～20 人     4．21～30 人 

5．31～50 人    6．51～100 人   7．101～300 人    8．301 人以上 

 
問 1-4 現在の最高責任者と創業者は同一の方ですか。該当するもの１つに○を付けてくださ

い。 

1．同一である          2．同一でない（過去に事業承継を行っている） 
 
問 1-5 現在の最高責任者の年齢はおいくつですか。該当するもの１つに○を付けてください。 

1．20 代      2．30 代      3．40 代       4．50 代 

5．60 代      6．70 代      7．80 代以上 

 
Ⅱ．事業承継について伺います。                           

問 2-1 自分が引退したあと、事業を引き継ぎたいと考えていますか。該当するもの１つに○

を付けてください。 
1．事業を引き継ぎたい 
2．事業を引き継がずに廃業する     
3．わからない 

 

問 2-2 事業を引き継ぎたい理由として該当するものを 3 つまで選び、○を付けてください。 
1．従業員の生活を守る責任を果たすため  2．のれん・ブランドを守るため 
3．技術・ノウハウを守るため       4．取引先への責任を果たすため 
5．自分の家族や後継者のため       6．地域社会への貢献を果たすため 
7．借入金や債務があるため        8．事業に将来性があるため 
9．先祖代々事業を継承してきたため 

10．震災からの復旧・復興の取組みを進めるため 
11．その他（                      ） 

問 4-1 へお進みください。
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問 2-3 いつ頃を目標として事業承継を行いたいと考えていますか。該当するもの１つに○を

付けてください。 
1．今後１～２年後くらい          2．今後３～４年後くらい 
3．今後５～１０年後くらい         4．まだ明確な時期は考えていない 
5．その他（                       ） 

 

問 2-4 どのような形での事業承継を考えていますか。該当するもの１つに○を付けてくださ

い。 
1．親族への承継             2．親族以外の役員・従業員への承継 
3．親族以外の外部の人材への承継     4．譲渡・売却による承継 
5．その他（                      ） 

 
問 2-5 事業承継に向けた取組みを既に始めていますか。該当するもの１つに○を付けてくだ

さい。 

1．取組んでいる   2．取組んでいない   3．何をするべきかがわからない 

 
   問 2-6 へお進みください。      問 2-7 へお進みください。 
 
問 2-6 問 2-5 で「1．取組んでいる」と回答した方に伺います。事業承継に向けてどのような

ことに取組んでいますか。該当するものに○を付けてください。（複数選択可） 
1．後継者の資質・能力の向上      2．自社の株主から理解を得ること 
3．役員・従業員から理解を得ること   4．取引先との関係を維持すること 
5．金融機関との関係を維持すること   6．事業承継計画を策定すること 
7．相続税・贈与税への対応検討     8．自社株式の後継者への移転方法の検討 
9．親族間の相続問題を調整すること   10．後継者を支える人材を育成すること 

11．債務・借入金を圧縮すること 
12．その他（                      ） 

 
問 2-7 事業承継の取組みを進めるに当たって課題と考えられるものは何ですか。該当するも

のに○を付けてください。（複数選択可） 
1．後継者の選定      2．後継者の育成       3．債務超過 
4．業績不振        5．贈与税・相続税問題    6．財産分割 
7．個人保証債務      8．事業承継の知識不足    9．株式分散 

10．事業承継に取組む時間がない 
11．その他（                      ） 
12．特になし 
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問 2-8 問 2-7 で回答した課題について、誰かにご相談されていますか。該当するもの１つに

○を付けてください。 

1．相談している・相談したことがある     問 2-9 へお進みください。 
2．相談したことがない            
3．どこに相談したらよいか分からない     

 
問 2-9 問 2-8 で「1．相談している・相談したことがある」と回答した方に伺います。事業承

継に取組むに当たって、どのような機関等に相談していますか。該当するものに○を付けてく

ださい。（複数選択可） 
1．家族・親族               2．役員・従業員 
3．仙台市産業振興事業団          4．宮城県事業引継ぎ支援センター 
5．税理士                 6．公認会計士 
7．金融機関                8．弁護士 
9．中小企業診断士（経営コンサルタント） 10．商工会、商工会議所等 

11．国・県等の公的機関           12．他社の経営者 
13．その他（                      ） 

 
Ⅲ．事業承継に関して公的機関に求めることについて伺います。             

問 3-1 事業承継に関して公的機関に取組んでほしいことは何ですか。該当するものに○を付

けてください。（複数選択可） 
1．相続に係る法律問題に関するセミナーの開催  2．税制に関するセミナーの開催 
3．譲渡・売却に関するセミナーの開催      4．専門家派遣 
5．融資制度の拡充               6．事業計画の策定支援 
7．後継者教育支援               8．譲渡・売却マッチング 
9．その他（                       ） 

10．特になし 
 
Ⅳ．その他                                     

問 4-1 今後、事業承継に関するセミナー等の情報提供を希望しますか。 
1．希望する           2．希望しない 

 
問 4-2 事業承継に関するご意見・ご要望などがございましたらご記入ください。 
 

 
アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。 

問 3-1 へお進みください。 



事業承継に関する市内中小企業アンケート調査（案）　フロー図

2‐1 事業承継の希望の

有無

2‐2 事業を引き継ぎた

い理由

2‐3 事業承継の時期

2‐4 事業承継の手法
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2‐6 取組み内容

2‐7 何が課題か

2‐8 課題解決に向けた
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無
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・課題に対応したセミナー等の実施

・支援機関に関する情報提供

事業承継に関するネットワーク形成について

検討

・事業承継における課題

・支援機関の認知度・ニーズ の把握


